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１．当社の新株予約権等に関する事項 

(1) 事業年度の末日において当社の会社役員が有している当社の新株予

約権等

該当事項はありません。

(2) 事業年度中に使用人等に交付した当社の新株予約権等

新株予約権等の内容の概要 
新株予約権等を 

交付した者の人数 

子会社及び子法人等 

の会社役員及び使用人 

(1) 名称

株式会社池田泉州ホールディングス

第９回新株予約権 

(2) 目的となる株式の種類及び数

普通株式 58,500株

(3) 新株予約権の行使期間

2018年８月31日から2048年７月31日

まで 

(4) 権利行使価額（１株当たり）

１円

(5) 権利行使についての条件

新株予約権者は、当社子会社の取締

役及び執行役員のいずれの地位をも喪

失した日の翌日から10日間以内（10日

目が休日に当たる場合には翌営業日）

に限り、新株予約権を行使することが

できるものとする。 

24名 
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２．会計監査人に関する事項 
(1) 会計監査人の状況

(単位：百万円) 

注１．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

２．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できない

ため、これらの合計額を記載しております。 

３．会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由 

監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関

する実務指針」を踏まえ、前期の監査実績の分析・評価、監査計画における監査時

間・配員計画、会計監査人の職務遂行状況、報酬見積の相当性などを確認し、検討

した結果、会計監査人の報酬額につき会社法第399条第１項の同意を行っております。 

４．当社、子会社及び子法人等が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の

合計額は106百万円であります。 

(2) 責任限定契約
該当事項はありません。

(3) 会計監査人に関するその他の事項
会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に

該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査
人を解任いたします。 
 また、監査役会は、会計監査人の職務執行状況等を総合的に判断し、
監査の適正性および信頼性が確保できないと認めたときは、株主総会
に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定
いたします。 

３．財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 
  該当事項はありません。 

氏名又は名称 当該事業年度に係る報酬等 その他 

EY新日本有限責任監査法人 
指定有限責任社員  田中 宏和 
指定有限責任社員  刀禰 哲朗 

16 注３，４ 
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４．業務の適正を確保する体制及び当該体制の運用状況 
 （1）業務の適正を確保するための体制 
 ① 当社及び当社グループ会社の取締役・使用人の職務執行が法令及び定

款に適合することを確保するための体制 
 当社及び当社グループ会社では、法令等遵守（コンプライアンス）
を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、役職員が法令・定款及び
社会規範を遵守した行動をとるため、倫理綱領及び行動規範を制定す
るとともに、コンプライアンス基本規定を定め、コンプライアンス委
員会において、全般的な方針や具体的施策などの審議を行います。 
 また、その徹底を図るため、コンプライアンスを担当する役員を設
置するとともに、総合リスク管理部においてコンプライアンスの取組
みを組織横断的に統括し、コンプライアンス・プログラムやコンプラ
イアンス・マニュアルの制定、研修の実施などを通じ、役職員の教育
等を行います。 
 さらに、法令上疑義のある行為等について当社及び当社グループ会
社の役職員が直接情報提供を行う手段としてのグループ・コンプライ
アンス・ホットライン制度を設置・運営しており、当該通報を行った
ことにより、通報者が不利益な扱いを受けることがないよう通報者の
保護を図っております。 
 インサイダー取引未然防止規定に役職員が遵守すべき基本事項を定
め、インサイダー取引の未然防止を図ります。 
 また、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して
は毅然とした態度を貫き、取引の介入排除に努めるとともに、金融機
関を通じて取引される資金が各種の犯罪やテロに利用される可能性が
あることに留意し、マネーローンダリングの防止に努めます。 
 さらに、お客さまの保護及び利便性向上を推進し、「お客さま本位
の徹底」を実現するため、顧客保護等管理を行います。 

 
 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役会、経営会議、その他委員会等の重要会議について、職務執
行の記録として議事録等を作成・保管いたします。 
 また、取締役を決定者とする決裁文書及び付属書類についても適切
に作成・保管いたします。 

 
 ③ 当社及び当社グループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の

体制 
 当社及び当社グループ会社の経営の健全性の維持と安定した収益確
保を図るため、リスク管理基本規定を定め、当社及び当社グループ会
社が抱えるリスクを信用リスク、市場リスク、資金流動性リスク、オ
ペレーショナルリスクに区分の上、それぞれの所管部を明確にすると
ともに、リスク管理委員会を設置し、各リスクのモニタリングを行い
ます。 
 また、危機管理規定を定め、危機事象の発生に伴う経済的損失及び
信用失墜等を最小限に留めるとともに、業務継続及び迅速な通常機能
の回復を確保いたします。 
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 ④ 当社及び当社グループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われる
ことを確保するための体制 

 取締役会は、当社及び当社グループ会社の役職員の職務の執行が効
率的に行われるため、当社及び当社グループ会社の経営目標を定める
とともに、「グループ経営計画」を策定し、当該計画を具体化するた
め年度毎の業務計画を定めております。 
 また、取締役の職務の執行を効率的に行うため、経営会議を設置し、
取締役会で決議した経営の基本方針に基づき、これを執行する上での
重要事項を協議、決議する他、取締役会の意思決定に資するため、取
締役会付議事項を事前に検討することとしております。 
 さらに、取締役の所管する本部及びその権限と責任を明確にすると
ともに、ＩＴの活用も図りながら効率的な業務執行体制を構築・維持
します。 

 
 ⑤ 当社及び当社グループ会社から成る当社グループにおける業務の適正

を確保するための体制 
 当社では、当社グループ各社を池田泉州ホールディングスのグルー
プとして一体と考え、当社が適切に主導し、当社グループ各社が当社
との連携を保ちつつ、自社の規模、事業の性質に応じた適切な内部管
理体制を構築し、業務の健全かつ適切な運営を行います。 
 また、当社は、グループ経営管理として子会社に対する経営管理規
定等を制定し、当社グループ各社から、その役職員の職務の執行に係
る事項その他必要な報告を受け、協議する体制を構築しております。 

 
 ⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項、その使用人の取締役からの独立性に関す
る事項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

 監査役の職務を補助するため、監査役会事務局として監査役スタッ
フを配置いたします。このスタッフに対する業務執行の指揮命令は監
査役が行うこととし、人事異動、人事評価等においても監査役の同意
が必要であるなど、取締役からの独立性を確保いたします。 

 
 ⑦ 取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制その他の監査役

への報告に関する体制、報告したことを理由として不利な取扱いを
受けないことを確保するための体制 

 当社及び当社グループ会社の取締役及び従業員等は、監査役に対し
て、法定の事項に加え、当社及び当社グループ会社に重大な影響を及
ぼす事項、その他必要な事項をすみやかに報告することといたします。
また、グループ・コンプライアンス・ホットラインへの通報を行った
ことにより、通報者が不利益な扱いを受けることがないよう通報者の
保護を図っております。 
さらに、これを補完するため、取締役会、経営会議、コンプライア

ンス委員会、リスク管理委員会、ＡＬＭ委員会等の重要な会議につい
て、監査役が出席できる体制を構築しております。 
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 ⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役は、代表取締役、内部監査部署、監査法人との間で意見交換

会を開催しております。 

 また、監査役は取締役会、経営会議、コンプライアンス委員会、リ

スク管理委員会、ＡＬＭ委員会等の重要な会議に出席し、業務執行上

の様々な問題点の把握に努めます。 

 さらに、監査役会は、職務の執行上必要と認める費用について、あ

らかじめ予算を計上し、緊急又は臨時に支出した費用については、事

後、当社に償還を請求することが出来るものとしております。 

 
 （2）業務の適正を確保するための体制の運用状況 
 （コンプライアンスに対する取組みの状況） 
  コンプライアンス委員会が毎月開催され、当社及び当社グループ各社
の方針・施策の審議を行っており、加えて、年度毎にコンプライアン
ス・プログラムを制定し、反社会的勢力への対応等、職員に対して周知
徹底を図っております。 

  また、グループコンプライアンス態勢の定着に向けた取組みとして、
関連会社コンプライアンス連絡会を実施しております。 

  さらに、グループ・コンプライアンス・ホットライン制度についても
適切に運用されており、当該通報を行ったことにより、通報者が不利益
な扱いを受けることがないよう通報者の保護を図っております。 

 
 （損失の危険の管理に対する取組みの状況） 
  リスク管理委員会が毎月開催され、当社及び当社グループ各社が抱え
る各リスクのモニタリングがなされております。 

  危機管理規定、コンティンジェンシープランに定める事象が発生した
場合には、業務継続及び迅速な通常機能回復の確保に努めております。 
また、災害訓練を実施する等、当社及び当社グループ各社の危機管理

に係るモニタリング、危機管理体制強化を図っております。 
 
 （職務執行の適正性および効率的に行われることに対する取組みの状況） 
  取締役会が当事業年度17回開催され、各議案についての審議、職務執
行の状況等についての監督を行い、活発な意見交換がなされており、意
思決定および監督の実効性は確保されております。 

  また、取締役の職務の執行が効率的に行われるため、経営目標を定め
るとともに、経営計画を具体化するため年度毎に業務計画が策定されて
おります。 

 
 （当社グループにおける業務の適正性に対する取組みの状況） 
  取締役会・経営会議付議基準に基づき、当社グループ各社の重要事項
について、当社取締役会・経営会議において審議しております。 

  また、子会社に対する経営管理規定等に基づき、当社グループ各社か
ら必要な報告を受け、協議を行っております。 
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 （監査役の監査が実効的に行われることに対する取組みの状況） 
  監査役スタッフとして２名配置しており、スタッフへの指揮命令は常
勤監査役が行い、人事異動及び人事評価についても取締役からの独立を
保っております。 

  監査役会は当事業年度20回開催されており、監査に関する重要な事項
について報告を受け、協議・決議を行っております。 

  また、監査役は、当社の取締役会、経営会議、リスク管理委員会、コ
ンプライアンス委員会、ＡＬＭ委員会等に出席し、内部統制システムの
整備・運用状況を確認しております。 

  さらに、監査役会はあらかじめ必要な経費を予算化し、臨時費用につ
いては、その都度会社へ請求しております。 

 
５．特定完全子会社に関する事項 

イ．当該特定完全子会社の名称及び住所 

 株式会社 池田泉州銀行 

 大阪市北区茶屋町18番14号 

 

ロ．当該株式会社及びその完全子会社等における当該特定完全子会社の

株式の当事業年度の末日における帳簿価額の合計額 

 188,398百万円 

 

ハ．当該株式会社の当該事業年度に係る貸借対照表の資産の部に計上し

た額の合計額 

 194,012百万円 

 

６．親会社等との間の取引に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

７．会計参与に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

８．その他 

   該当事項はありません。 
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第10期 連結株主資本等変動計算書 

( 2018年４月１日から 
2019年３月31日まで ) 

（単位：百万円） 
  

 
株     主     資     本 

資 本 金  資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 102,999 57,381 78,153 △1,476 237,057 

当 期 変 動 額      

連結子会社持分の増減  1   1 

剰 余 金 の 配 当   △5,488  △5,488 

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 

  6,139  6,139 

自 己 株 式 の 取 得    △15,359 △15,359 

自 己 株 式 の 処 分  △22  746 723 

自 己 株 式 の 消 却  △15,256  15,256 － 

株主資本以外の項目の  
当期変動額(純額) 

     

当 期 変 動 額 合 計 － △15,278 650 644 △13,982 

当 期 末 残 高 102,999 42,103 78,804 △831 223,074 

  

（単位：百万円） 
  

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損 益 

退職給付に係る 
調整累計額 

その他の包括利益 
累計額合計 

当 期 首 残 高 6,981 △115 1,355 8,222 122 3,533 248,935 

当 期 変 動 額        

連結子会社持分の増減       1 

剰 余 金 の 配 当       △5,488 

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 

      6,139 

自 己 株 式 の 取 得       △15,359 

自 己 株 式 の 処 分       723 

自 己 株 式 の 消 却       － 

株主資本以外の項目の  
当期変動額(純額) 

2,303 △20 841 3,124 △50 △1,563 1,509 

当 期 変 動 額 合 計 2,303 △20 841 3,124 △50 △1,563 △12,473 

当 期 末 残 高 9,285 △136 2,197 11,346 71 1,969 236,462 
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連結注記表 
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  
連結計算書類の作成方針 
 子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づ
いております。 

(1) 連結の範囲に関する事項 
① 連結される子会社及び子法人等       24社 

主要な会社名 
株式会社池田泉州銀行 
池田泉州ＴＴ証券株式会社 
池田泉州コーポレート・パートナーズ株式会社 
池田泉州リース株式会社 
池田泉州オートリース株式会社 
池田泉州信用保証株式会社 
近畿信用保証株式会社 
株式会社池田泉州ＪＣＢ 
株式会社池田泉州ＤＣ 
株式会社池田泉州ＶＣ 
池田泉州キャピタル株式会社 
池田泉州ビジネスサービス株式会社 
池田泉州モーゲージサービス株式会社 
池田泉州システム株式会社 
池田泉州投資顧問株式会社 

（連結の範囲の変更） 
前連結会計年度において連結される子会社及び子法人等であった池田泉州ターンアラウンド・

パートナーズ株式会社、池田泉州オフィスサービス株式会社及び池銀キャピタル夢仕込ファンド
ＫＩ投資事業有限責任組合は、清算が結了したため、当連結会計年度より連結の範囲から除外し
ております。 

  
② 非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 
  

(2) 持分法の適用に関する事項 
① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 
  

② 持分法適用の関連法人等          ２社 
会社名 
株式会社自然総研 
株式会社ステーションネットワーク関西 

  
③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 
  

④ 持分法非適用の関連法人等 
該当ありません。 
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(3) 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

12月末日   ８社 

３月末日   16社 

② 連結される子会社及び子法人等のうち、決算日が連結決算日と異なる子会社及び子法人等につ

いては、各社の決算日の計算書類により連結しております。なお、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、必要な調整を行っております。 

  

(4) のれんの償却に関する事項 

５年間の定額法により償却を行っております。 

  

会計方針に関する事項 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、そ

の他有価証券については原則として連結決算日の市場価格等（株式及び投資信託については連結決

算日前１カ月の市場価格等の平均）に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし

時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っ

ております。 

  なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価

証券の評価は、時価法により行っております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

当社並びに連結される子会社及び子法人等の有形固定資産は、主として定額法を採用しておりま

す。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建 物  ３年～50年 

 その他  ２年～20年 

(2) 無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

当社並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却

しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間

を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残

価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

５．貸倒引当金の計上基準 

銀行業を営む連結される子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとお

り計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る

債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以

下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回

収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後

経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権につ

いては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 
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上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき

計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から

独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

銀行業以外の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績

率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及

び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額

しており、その金額は32,351百万円であります。 

６．賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

７．役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支

給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

８．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるた

め、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

９．ポイント引当金の計上基準 

ポイント引当金は、ポイントの将来の利用による負担に備えるため、未利用の付与済ポイントを金

額に換算した残高のうち、将来利用される見込額を見積り、必要と認められる額を計上しております。 

10．債務保証損失引当金の計上基準 

池田泉州銀行従業員持株会信託への債務保証に係る損失に備えるため、損失見込額を計上しており
ます。 

11．偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能性

のある損失を見積り、必要と認められる額を計上しております。 

12．特別法上の引当金の計上基準 

特別法上の引当金は、池田泉州ＴＴ証券株式会社が計上した金融商品取引責任準備金４百万円であ

り、有価証券の売買その他の取引等に関して生じた事故による損失の補填に充てるため、金融商品取

引法第46条の５及び金融商品取引業等に関する内閣府令第175条の規定に定めるところにより算出し

た額を計上しております。 

13．退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方

法は次のとおりであります。 

過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年）による定額法によ

り損益処理 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年～

12年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から

損益処理 

なお、一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。 

14．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付

しております。 
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15．リース取引の処理方法 

（借手側） 

連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が2008年４月１日前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた

会計処理によっております。 

（貸手側） 

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準については、リース料受取時に売上高と売上原価

を計上する方法によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

期首に前連結会計年度末における固定資産の減価償却累計額控除後の額で契約したものとしておりま

す。 

16．重要なヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

銀行業を営む連結される子会社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方

法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号 平成14年２月13日。以下「業種別監査委員会報告第24号」

という。）に規定する繰延ヘッジ又は時価ヘッジによっております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

銀行業を営む連結される子会社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッ

ジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号 平成14年７月19日。）に規定する繰延ヘッジ

によっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスク

を減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象で

ある外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認する

ことによりヘッジの有効性を評価しております。 

17．消費税等の会計処理 

当社並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方

式によっております。 

18．連結納税制度の適用 

当社及び一部の連結される子会社は法人税法（昭和40年法律第34号）に規定する連結納税制度を適

用しております。 

  
  

－　11　－



追加情報 

当社は、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。 

2015年12月導入の信託型従業員持株インセンティブ・プラン 

① 取引の概要 

当社は、池田泉州銀行従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を

目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本プラン」という。）を導入

しております。 

本プランは、「池田泉州銀行従業員持株会」（以下、「持株会」という。）に加入するすべての従

業員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「池田泉州銀行従

業員持株会信託」（以下、「従持信託」という。）を設定し、従持信託は、今後５年間にわたり持株

会が取得すると見込まれる数の当社株式を予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対して

継続的に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積

した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。 

なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借入に対し保証することになるため、当社株

価の下落により従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株

式売却損相当の借入金残債がある場合は、かかる保証行為に基づき、当社が当該残債を弁済すること

になります。 

② 信託に残存する自社の株式 

従持信託に残存する当社株式を、従持信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純

資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、730百万円及

び1,546千株であります。 

③ 総額法の適用により計上された借入金帳簿価額  

 825百万円  

④ 債務保証損失引当金の計上 

従持信託は、１年以内に信託期間の終了が見込まれ、従持信託が借入債務を完済できずに、当社が

弁済する可能性が予想されるため、損失見込額について債務保証損失引当金を計上しております。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の株式及び出資金を除く） 

 112百万円 

２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債

に18,855百万円含まれております。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は1,387百万円、延滞債権額は29,295百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由によ

り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒

償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和

40年政令第97号）第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生

じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は111百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延して

いる貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は4,875百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破

綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は35,670百万

円であります。 

なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

７．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより

受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保とい

う方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、19,347百万円であります。 

８．ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（日本

公認会計士協会会計制度委員会報告第３号 平成26年11月28日）に基づいて、原債務者に対する貸出

金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸借対照表計上額は、11,570百万円であります。 

９．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 269,454 百万円 

その他資産 826 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 3,592 百万円 

債券貸借取引受入担保金 87,321 百万円 

借用金 100,832 百万円 

その他負債 245 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券1,003百

万円を差し入れております。 

また、その他資産には、中央清算機関差入証拠金は20,000百万円、保証金は4,562百万円、先物取

引差入証拠金は2,013百万円、金融商品等差入担保金は964百万円及び先物取引負担金は503百万円が

含まれております。 

10．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けること

を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、742,625百万円であり、このうち

原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が727,407百万円ありま

す。 
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なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ

りません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるとき

は、連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする

ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券

等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等

を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

11．有形固定資産の減価償却累計額     53,725百万円 

12．有形固定資産の圧縮記帳額         374百万円 

13．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対す

る保証債務の額は16,274百万円であります。 

14．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転外ファイナ

ンス・リース契約により使用しております。

（連結損益計算書関係） 

１．「その他の経常収益」には、株式等売却益9,445百万円及び金銭の信託運用益108百万円を含んでお

ります。 

２．「その他の経常費用」には、貸出金償却4,202百万円、株式等償却412百万円、保証協会負担金355

百万円、金銭の信託運用損324百万円及び債権売却損179百万円含んでおります。 

３．当連結会計年度において、下記の資産について、使用方法の変更に伴い、投資額の回収が見込めな

くなったことから、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。 

地域 主な用途 種類 減損損失（百万円） 

大阪府 営業用店舗21カ所 土地・建物等 1,393 

大阪府 福利厚生施設３カ所 土地・建物等 337 

兵庫県 営業用店舗５カ店 建物等 365 

兵庫県 福利厚生施設１カ所 建物 4 

合計 ― ― 2,101 

 子会社である株式会社池田泉州銀行は、原則として、継続的に収支の管理・把握をしている

管理会計上の最小単位である営業用店舗単位で、グルーピングを行っております。また、本店、

研修所、集中センター、福利厚生施設などの独立したキャッシュ・フローを生み出さない資産

は共用資産としております。 

 減損損失の測定に使用した回収可能額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い価額であ

ります。正味売却価額は不動産鑑定評価額等から処分費用見込額を控除して算定しております。

使用価値につきましては、使用期間が短期間であることから、割引計算を行っておりません。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
（単位：千株） 

当連結会計年度 
期首株式数 

当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当連結会計年度末 
株式数 

摘要 

発行済株式 

普通株式 281,008 － － 281,008 

第三種優先株式 7,500 － 7,500 － 注１ 

第１回第七種優先株式 25,000 － － 25,000 

合計 313,508 － 7,500 306,008 

自己株式 

普通株式 3,089 302 1,545 1,845 注２,３,４ 

第三種優先株式 － 7,500 7,500 － 注５,６ 

合計 3,089 7,802 9,045 1,845 

(注) １  第三種優先株式の発行済株式数の減少は、自己株式の消却であります。 
 ２  当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数には、池田泉州銀行従業員持株会信託が保有する自

社の株式がそれぞれ、2,924千株及び1,546千株含まれております。 
３  普通株式の自己株式の株式数の増加302千株は、取締役会決議に基づく取得300千株及び単元未満株式の買取

２千株によるものであります。 
４  普通株式の自己株式の株式数の減少1,545千株は、単元未満株式の買増請求による処分０千株、ストック・

オプションの権利行使による譲渡167千株及び池田泉州銀行従業員持株会信託から池田泉州銀行従業員持株
会への譲渡1,378千株によるものであります。

５  第三種優先株式の自己株式の株式数の増加7,500千株は、取締役会決議による自己株式の取得であります。 
６  第三種優先株式の自己株式の株式数の減少7,500千株は、取締役会決議による自己株式の消却であります。 
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
 

区分 
新株予約権 
の内訳 

新株予約権 
の目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株) 当連結会計 
年度末残高 
（百万円） 

摘要 当連結会計 
年度期首 

当連結会計 
年度増加 

当連結会計 
年度減少 

当連結会計 
年度末 

当社 
ストック・オプ
ションとしての
新株予約権 

― 71  

 

３．配当に関する事項 

(1) 当連結会計年度中の配当金支払額 
 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2018年６月26日 
定時株主総会 

普 通 株 式 2,106百万円 7.50円 2018年３月31日 2018年６月27日 

第三種優先株式 262百万円 35.00円 2018年３月31日 2018年６月27日 

第 1 回 第 七 種 
優 先 株 式 

375百万円 15.00円 2018年３月31日 2018年６月27日 

2018年11月13日 
取締役会 

普 通 株 式 2,107百万円 7.50円 2018年９月30日 2018年12月３日 

第三種優先株式 262百万円 35.00円 2018年９月30日 2018年12月３日 

第 １ 回 第 七 種 
優 先 株 式 

375百万円 15.00円 2018年９月30日 2018年12月３日 
 

(注) １ 2018年６月26日定時株主総会決議による普通株式の配当金の総額には、池田泉州銀行従業員持株会信託が保
有する自社の株式に対する配当金21百万円が含まれております。 

２ 2018年11月13日取締役会決議による普通株式の配当金の総額には、池田泉州銀行従業員持株会信託が保有す
る自社の株式に対する配当金17百万円が含まれております。  

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後とな

るもの 
 

（決議予定） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2019年６月25日 
定時株主総会 

普 通 株 式 2,105百万円 
その他 

利益剰余金 
7.50 円 

2019年 
３月31日 

2019年 
６月26日 

第 １ 回 第 七 種 
優 先 株 式 

375百万円 
その他 

利益剰余金 
15.00 円 

2019年 
３月31日 

2019年 
６月26日 

 

（注） 2019年６月25日定時株主総会決議による普通株式の配当金の総額には、池田泉州銀行従業員持株会信託が保有
する自社の株式に対する配当金11百万円が含まれております。 
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（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、池田泉州銀行を中心に、地域金融機関として各種金融サービスに係る事業を行

っています。主たる業務である預金業務、貸出業務ならびに有価証券運用等のマーケット業務にお

いて、金利変動及び市場価格の変動を伴う金融資産及び金融負債を有しています。市場環境等の変

化に応じた戦略目標等の策定に資するため、これらの資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を行う

とともに、その一環として、デリバティブ取引を行っています。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当社グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金であり、顧

客の契約不履行によってもたらされる信用リスク及び金利の変動リスクに晒されています。 

また、保有有価証券は、主に株式、債券、投資信託等であり、その他有価証券として、純投資目

的及び政策投資目的で保有しているほか、一部は満期保有目的の債券、売買目的有価証券として保

有しています。 

これらは、それぞれ発行体の信用リスク及びマーケット（金利・株価・為替等）の変動に伴う市

場リスクに晒されています。 

主な金融負債である預金については、予期せぬ資金流出が発生するなどの流動性リスクが存在し

ます。また、そのほかの調達資金については、一定の環境の下で当社グループが市場を利用できな

くなる場合等において必要な資金が確保できない、あるいは、通常よりも高い金利での資金調達を

余儀なくされるといった流動性リスクに晒されています。また、これらの金融負債は、金融資産と

同様、金利変動リスクに晒されています。 

デリバティブ取引は、顧客ニーズへの対応や、資産・負債のリスクコントロール手段を主な目的

として利用しています。また、トレーディング（短期的な売買差益獲得）の一環として、債券や株

式の先物取引等を利用しています。これらのデリバティブ取引は、取引相手先の契約不履行などに

係る信用リスク（カウンターパーティーリスク）及びマーケット（金利・株価・為替等）の変動に

伴う市場リスクに晒されています。 

  

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

当社グループは、フロント部門から独立したリスク管理部署を設置し、リスク管理についての基

本方針を定めています。具体的には、リスク管理に関する体制及びリスク管理基本規定等の諸規定

を取締役会で定め、リスクカテゴリー毎の責任部署を明確にするとともに、それらを統括するリス

ク管理統括部署を設置しています。 

さらに、「リスク管理委員会」並びに「ＡＬＭ委員会」を設置し、当社グループのリスクの状況

を把握するとともに、課題及び対応策を審議しています。それらの審議事項を取締役会等に付議・

報告することにより、経営レベルでの実効性のあるリスク管理体制を構築しています。 

  

① 統合的リスク管理 

当社グループは、当社のリスク管理基本規定及び統合的リスク管理に関する諸規定に従い、統

合的リスク管理を行っています。 

具体的には、自己資本比率の算定に含まれない与信集中リスクや銀行勘定の金利リスク等も含

めて、信用リスクや市場リスク等のリスクカテゴリー毎の方法で評価したリスクを統合的に捉え、

経営体力（自己資本）と対比することによって、統合的な管理を行っています。 

  

② 信用リスクの管理 

当社グループは、当社の信用リスク管理規定及び信用リスク管理に関する諸規定に従い、与信

ポートフォリオの分析・管理を行っています。また、個別案件の与信管理については、審査、内

部格付、資産自己査定等の体制を整備し運営しています。 

これらの与信管理は、傘下銀行の各営業店、審査部署、リスク管理部署により行われ、有価証

券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクについても、リス

ク管理部署が、信用情報や時価の把握をモニタリングしています。また、当社においても定期的

に取締役会等へ報告を行っております。 

さらに、与信管理の状況については、監査部署が監査をしています。 
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③ 市場リスクの管理 

(ⅰ) 市場リスク管理 

当社グループは、当社の市場リスク管理規定及び市場リスク管理に関する諸規定に従い、マ

ーケット（金利・株価・為替等）の変動に伴う市場リスクの管理を行っています。具体的には、

リスク管理部署がバリュー・アット・リスク（ＶａＲ）を用いて市場リスク量を把握するとと

もに、市場リスク量を一定の範囲内にコントロールすることを目的として、継続的なモニタリ

ングを実施し、リスク限度額の遵守状況を監視しています。有価証券については、上記のリス

ク限度額管理に加えて、損失に上限を設定し、管理しています。なお、これらの情報はリスク

管理部署から、リスク管理委員会及び取締役会へ定期的に報告されています。 

また、ＡＬＭ委員会において、資産・負債構造ならびに金利リスクの把握・確認を行うとと

もに、今後の対応等の協議を行っています。具体的には、ＡＬＭ担当部署において金融資産及

び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等を行うことにより、

安定的かつ継続的な収益の確保に努めています。 

なお、傘下銀行において外為取引や外債投資等の為替リスクを伴う取引を行っていますが、

為替持高をできるだけスクウェアに近い状態にすることで、為替リスクの低減に努めています。 

(ⅱ) デリバティブ取引 

デリバティブ取引に関しては、取引の執行、リスク管理、事務管理に関する部門をそれぞれ

分離し内部牽制を図るとともに、市場リスク管理に関する諸規定に従い取引を行っています。 

(ⅲ) 市場リスクに係る定量的情報 

市場リスクは他のリスクに比べて日々の変動が大きいため、当社グループでは、預金、貸出

金や有価証券などの金融商品の市場リスク量を、ＶａＲを用いて日次で把握、管理しています。 

このＶａＲ算定にあたっては、分散共分散法（保有期間120営業日、信頼区間99.0％、観測

期間240営業日）を採用しています。 

2019年３月31日(当期の連結決算日)現在で当社グループの金融商品の市場リスク量(損失額

の推計値)は、金利が111億円、株式が111億円となっています。また、相関を考慮した市場リ

スク量全体では216億円となっています。 

なお、当社グループでは、金融商品のうち市場変動の影響が大きい有価証券関連のＶａＲに

ついて、市場リスク計測モデルの正確性を検証するために、モデルが算出した保有期間１日の

ＶａＲと実際の損益を比較するバックテスティングを実施しています。 

ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リ
スク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリス
クは捕捉できない場合があります。 

  

④ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当社グループは、当社の資金流動性リスク管理規定及び資金流動性リスク管理に関する諸規定

に従い、資金調達に係る流動性リスクの管理を行っています。 

具体的には、傘下銀行のＡＬＭ担当部署や資金為替担当部署が、グループ全体の運用・調達状

況を適時適切に把握するとともに、保有資産の流動性の確保や調達手段の多様化を図るなど、市

場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、安定した資金繰りの確保に努めてい

ます。 

また、リスク管理部署は、短期間に資金化可能な流動性準備資産額を定期的に確認することで、

流動性リスク顕現化時の対応力を把握するとともに、資金繰り管理の適切性をモニタリングし、

リスク管理委員会や取締役会等に報告しています。 
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれています。 

当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場

合、当該価額が異なることもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません

（（注2）参照）。 
（単位：百万円） 

 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金預け金 743,563 743,563 － 

(2) コールローン及び買入手形 7,127 7,127 － 

(3) 買入金銭債権(＊１) 100 100 － 

(4) 商品有価証券    

  売買目的有価証券 112 112 － 

(5) 金銭の信託 27,003 27,003 － 

(6) 有価証券    

  満期保有目的の債券 1,000 1,005 5 

  その他有価証券 600,853 600,853 － 

(7) 貸出金 3,913,086   

   貸倒引当金(＊１) △12,627   

 3,900,459 3,909,209 8,750 

(8) 外国為替(＊１) 5,514 5,514 0 

資産計 5,285,733 5,294,489 8,756 

(1) 預金 4,945,548 4,945,535 △12 

(2) 債券貸借取引受入担保金 87,321 87,321 － 

(3) 借用金 123,077 123,078 1 

(4) 外国為替 408 408 － 

負債計 5,156,355 5,156,345 △10 

デリバティブ取引(＊２)    

 ヘッジ会計が適用されていないもの 194 194 － 

 ヘッジ会計が適用されているもの (692) (692) － 

デリバティブ取引計 (498) (498) － 
 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、買入金銭
債権及び外国為替に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、連結貸借対照表計上
額から直接減額しております。 

（＊２) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 
デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については、（ ）で表示しております。 
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（注１）金融商品の時価の算定方法 
 
資 産 
(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし
ております。満期のある預け金については、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額
と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

 

(2) コールローン及び買入手形 
これらは、残存期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。 

 

(3) 買入金銭債権 
ファクタリング業務に係る債権は、貸出金と同様の方法により算定しております。 

 

(4) 商品有価証券 
ディーリング業務のために保有している債券等の有価証券については、取引所の価格又は取引金融

機関から提示された価格によっております。 

 

(5) 金銭の信託 
有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証

券については、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によ
っております。 
なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については、「（金銭の信託関係）」に記載し

ております。 

 

(6) 有価証券 
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

投資信託は、公表されている基準価格によっております。 
自行保証付私募債は、貸出金と同様の方法により算定しております。 
なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しており

ます。 

 

(7) 貸出金 
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実

行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし
ております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金
の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。な
お、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額を時価としております。 
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フロ

ーの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価
は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似
しており、当該価額を時価としております。 
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないも

のについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定され
るため、帳簿価額を時価としております。 

 

(8) 外国為替 
外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）、輸出手形・旅行小切手等（買入外国

為替）及び輸入手形による手形貸付（取立外国為替）であります。これらは、満期のない預け金、又
は約定期間が短期間（１年以内）であり、それぞれ時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。 
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負 債 
(1) 預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており
ます。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フローを割り引い
て現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いて
おります。なお、預入期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額を時価としております。 

 

(2) 債券貸借取引受入担保金 
約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としております。 

 

(3) 借用金 
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社並びに連結される

子会社及び子法人等の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似して
いると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、一定の期間ご
とに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価
値を算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似して
いることから、当該帳簿価額を時価としております。 

 

(4) 外国為替 
外国為替は、売渡外国為替及び未払外国為替であり、これらは、約定期間が短期間（１年以内）で

あり、それぞれ時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

 

 
デリバティブ取引 
デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利オプション、金利スワップ等）、通貨関連取引

（通貨先物、通貨オプション、通貨スワップ等）、債券関連取引（債券先物、債券先物オプション等）
であり、取引所の価格、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価額によっており
ます。 

 
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価

情報の「資産(6) その他有価証券」には含まれておりません。 
  

（単位：百万円） 
 

区分 連結貸借対照表計上額 

① 非上場株式（＊１）（＊２） 6,064 

② 組合出資金（＊３） 4,705 

③ その他 5 

合計 10,775 
 

（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ
とから時価開示の対象とはしておりません。 

（＊２）当連結会計年度において、非上場株式について７百万円減損処理を行っております。 
（＊３）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められ

るもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 
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（有価証券関係） 

 連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。 

１．売買目的有価証券（2019年３月31日現在） 
 

 
当連結会計年度の損益に含まれた 

評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 △0 

  

２．満期保有目的の債券（2019年３月31日現在） 
 

 種類 
連結貸借対照表   
計上額（百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 － － － 

その他 1,000 1,005 5 

小 計 1,000 1,005 5 

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

小 計 － － － 

合 計 1,000 1,005 5 

  

３．その他有価証券（2019年３月31日現在） 
 

 種類 
連結貸借対照表 
計上額（百万円) 

取得原価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

株式 24,755 12,695 12,059 

債券 246,480 245,332 1,147 

 国債 64,115 63,958 156 

 地方債 36,531 36,448 83 

 短期社債 － － － 

 社債 145,833 144,925 907 

その他 75,557 70,423 5,134 

小 計 346,793 328,451 18,342 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

株式 3,341 4,237 △896 

債券 134,486 134,560 △74 

 国債 － － － 

 地方債 23,586 23,620 △33 

 短期社債 － － － 

 社債 110,899 110,939 △40 

その他 116,231 121,481 △5,249 

小 計 254,059 260,279 △6,219 

合 計 600,853 588,730 12,122 
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４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日） 

  該当ありません。 

 

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日） 
 

 
売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

株式 15,458 9,304 － 

債券 1,299 1 0 

 国債 － － － 

 地方債 － － － 

 短期社債 － － － 

 社債 1,299 1 0 

その他 151,317 579 9,310 

合 計 168,075 9,885 9,310 

  

６．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該

有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがある

と認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を

当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は、405百万円（すべて株式）であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、取得原価に比べて時価が50％以上下落

した場合、または、時価が30％以上50％未満下落した場合においては、過去の一定期間における時価

の推移並びに当該発行会社の信用リスク等を勘案した基準により行っております。 

  

（金銭の信託関係） 

１．運用目的の金銭の信託（2019年３月31日現在） 
 

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
当連結会計年度の損益に含まれた 

評価差額(百万円) 

運用目的の金銭の信託 27,003 △80 

  

２．満期保有目的の金銭の信託（2019年３月31日現在） 

  該当ありません。 

  

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2019年３月31日現在） 

  該当ありません。 
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（ストック・オプション等関係） 

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名 
 

 当連結会計年度 

営業経費 22 百万円 
  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1) ストック・オプションの内容 
 

決議年月日 2011年２月24日 2011年７月28日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
子会社取締役    22 
子会社執行役員   19 

子会社取締役    16 
子会社執行役員   18 

ストック・オプションの数（株）（注） 普通株式  84,780 普通株式  72,760 

付与日 2011年３月15日 2011年８月31日 

権利確定条件 退任後10日内の権利行使 退任後10日内の権利行使 

対象勤務期間 2011年３月15日から退任日 2011年８月31日から退任日 

権利行使期間 
2011年３月16日から 
2041年７月31日まで 

2011年９月１日から 
2041年７月31日まで 

  

決議年月日 2012年８月31日 2013年７月31日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
子会社取締役    10 
子会社執行役員   16 

子会社取締役    10 
子会社執行役員   16 

ストック・オプションの数（株）（注） 普通株式  69,500 普通株式  53,800 

付与日 2012年10月１日 2013年９月２日 

権利確定条件 退任後10日内の権利行使 退任後10日内の権利行使 

対象勤務期間 2012年10月１日から退任日 2013年９月２日から退任日 

権利行使期間 
2012年10月２日から 
2042年７月31日まで 

2013年９月３日から 
2043年７月31日まで 

  

決議年月日 2014年７月30日 2015年７月29日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
子会社取締役    10 
子会社執行役員   15 

子会社取締役    10 
子会社執行役員   14 

ストック・オプションの数（株）（注） 普通株式  55,900 普通株式  51,800 

付与日 2014年８月28日 2015年９月１日 

権利確定条件 退任後10日内の権利行使 退任後10日内の権利行使 

対象勤務期間 2014年８月28日から退任日 2015年９月１日から退任日 

権利行使期間 
2014年８月29日から 
2044年７月31日まで 

2015年９月２日から 
2045年７月31日まで 

  

決議年月日 2016年７月27日 2017年７月31日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
子会社取締役    ８ 
子会社執行役員   17 

子会社取締役    ８ 
子会社執行役員   20 

ストック・オプションの数（株）（注） 普通株式  94,800 普通株式  83,100 

付与日 2016年８月30日 2017年８月31日 

権利確定条件 退任後10日内の権利行使 退任後10日内の権利行使 

対象勤務期間 2016年８月30日から退任日 2017年８月31日から退任日 

権利行使期間 
2016年８月31日から 
2046年７月31日まで 

2017年９月１日から 
2047年７月31日まで 
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決議年月日 2018年７月31日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
子会社取締役    ６ 
子会社執行役員   18 

ストック・オプションの数（株）（注） 普通株式  58,500 

付与日 2018年８月30日 

権利確定条件 退任後10日内の権利行使 

対象勤務期間 2018年８月30日から退任日 

権利行使期間 
2018年８月31日から 
2048年７月31日まで 

 

（注） 株式数に換算して記載しております。なお、2012年８月１日付株式併合（５株につき１株の割合）による併
合後の株式数に換算して記載しております。 
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（2019年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストッ

ク・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 
 

決議年月日 2011年２月24日 2011年７月28日 2012年８月31日 2013年７月31日 

権利確定前（株）     

 前連結会計年度末 10,020 10,760 23,000 26,600 

 付与 － － － － 

 失効 － － － － 

 権利確定 7,820 8,460 19,900 19,000 

 未確定残 2,200 2,300 3,100 7,600 

権利確定後（株）     

 前連結会計年度末 － － － － 

 権利確定 7,820 8,460 19,900 19,000 

 権利行使 7,820 8,460 19,900 19,000 

 失効 － － － － 

 未行使残 － － － － 
  

決議年月日 2014年７月30日 2015年７月29日 2016年７月27日 2017年７月31日 

権利確定前（株）     

 前連結会計年度末 36,400 36,200 82,600 83,100 

 付与 － － － － 

 失効 － － － － 

 権利確定 21,600 21,100 37,700 32,100 

 未確定残 14,800 15,100 44,900 51,000 

権利確定後（株）     

 前連結会計年度末 － － － － 

 権利確定 21,600 21,100 37,700 32,100 

 権利行使 21,600 21,100 37,700 32,100 

 失効 － － － － 

 未行使残 － － － － 
 

 

決議年月日 2018年７月31日 

権利確定前（株）  

 前連結会計年度末 － 

 付与 58,500 

 失効 － 

 権利確定 － 

 未確定残 58,500 

権利確定後（株）  

 前連結会計年度末 － 

 権利確定 － 

 権利行使 － 

 失効 － 

 未行使残 － 
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（注） 株式数に換算して記載しております。なお、2012年８月１日付株式併合（５株につき１株の割合）による併

合後の株式数に換算して記載しております。 

 

② 単価情報 
 

決議年月日 2011年２月24日 2011年７月28日 2012年８月31日 2013年７月31日 

権利行使価格（円） 1 1 1 1 

行使時平均株価（円） 374 374 374 374 

付与日における公正な
評 価 単 価 （ 円 ) 

490 535 449 430 

  

決議年月日 2014年７月30日 2015年７月29日 2016年７月27日 2017年７月31日 

権利行使価格（円） 1 1 1 1 

行使時平均株価（円） 374 374 374 374 

付与日における公正な
評 価 単 価 （ 円 ) 

497 474 410 353 
 

  

決議年月日 2018年７月31日 

権利行使価格（円） 1 

行使時平均株価（円） － 

付与日における公正な
評 価 単 価 （ 円 ) 

325 

（注） 2012年８月１日付株式併合（５株につき１株の割合）による影響を勘案しております。 
 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は

以下のとおりであります。 

(1) 使用した評価技法    ブラック・ショールズ式 

(2) 主な基礎数値及び見積り方法  

決議年月日  2018年７月31日 

株価変動性 (注１) 23.49 ％ 

予想残存期間 (注２) 4.807 年 

予想配当率 (注３) 3.827 ％ 

無リスク利子率 (注４) △0.076 ％ 

(注) １ 予想残存期間に対応する過去期間（2013年11月８日から2018年８月30日）の株価実績 

２ 在任者ごとに「退任者の在任期間平均」と「在任者の付与時の在任期間」の差を取り、0.8年未満の場合は

次回定時株主総会までの期間を考慮し、0.8年として平均する方法により算定 

３ 直近年間配当額15円／算定基準日における株価392円 

４ 予想残存期間に近似する国債利回り 

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法

を採用しております。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額             748円83銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 18円40銭 

潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額  17円66銭 

  

（企業結合関係） 

  記載すべき重要なものはありません。 
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第10期 株主資本等変動計算書 

( 2018年４月１日から 
2019年３月31日まで ) 

（単位：百万円） 
  

 

株     主     資     本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 102,999 65,499 30,003 95,502 9,301 9,301 

当 期 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当     △5,488 △5,488 

当 期 純 利 益     5,365 5,365 

自 己 株 式 の 取 得       

自 己 株 式 の 処 分   △22 △22   

自 己 株 式 の 消 却   △15,256 △15,256   

株主資本以外の項目の 
当期変動額(純額) 

      

当 期 変 動 額 合 計 － － △15,279 △15,279 △123 △123 

当 期 末 残 高 102,999 65,499 14,723 80,223 9,177 9,177 

  

（単位：百万円） 
  

 
株 主 資 本 

新株予約権  純資産合計 
自己株式  株主資本合計 

当 期 首 残 高 △1,476 206,327 122 206,449 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当  △5,488  △5,488 

当 期 純 利 益  5,365  5,365 

自 己 株 式 の 取 得 △15,359 △15,359  △15,359 

自 己 株 式 の 処 分 746 723  723 

自 己 株 式 の 消 却 15,256 －  － 

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 

  △50 △50 

当 期 変 動 額 合 計 644 △14,758 △50 △14,809 

当 期 末 残 高 △831 191,568 71 191,639 
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個別注記表 
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  
重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法により行って
おります。 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

  有形固定資産は、定額法を採用しております。 
  また、主な耐用年数は次のとおりであります。 
   工具、器具及び備品４年～10年 

(2) 無形固定資産 
  無形固定資産は、定額法により償却しております。 
３．引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、
当事業年度に帰属する額を計上しております。 
(2) 債務保証損失引当金 
債務保証損失引当金は、池田泉州銀行従業員持株会信託への債務保証に係る損失に備えるため、損

失見込額を計上しております。 
４．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。 
５．連結納税制度の適用 

当社及び一部の連結される子会社は法人税法（昭和40年法律第34号）に規定する連結納税制度を適
用しております。 

 
表示方法の変更 
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更） 
 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、
「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を
当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の
区分に表示する方法に変更しております。 
 この結果、前事業年度において、「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」（前事業年度
８百万円）及び前事業年度において、「固定負債」に区分しておりました「繰延税金負債」（前事業年
度５百万円）は、当事業年度においては、「投資その他の資産」の「繰延税金資産」115百万円に含め
て表示しております。 
 
追加情報 

当社は、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。 

2015年12月導入の信託型従業員持株インセンティブ・プラン 

① 取引の概要 

当社は、池田泉州銀行従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を
目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本プラン」という。）を導入
しております。 

本プランは、「池田泉州銀行従業員持株会」（以下、「持株会」という。）に加入するすべての従
業員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「池田泉州銀行従
業員持株会信託」（以下、「従持信託」という。）を設定し、従持信託は、今後５年間にわたり持株
会が取得すると見込まれる数の当社株式を予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対して
継続的に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積
した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。 

なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借入に対し保証することになるため、当社株
価の下落により従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株
式売却損相当の借入金残債がある場合は、かかる保証行為に基づき、当社が当該残債を弁済すること
になります。 
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② 信託に残存する自社の株式 

従持信託に残存する当社株式を、従持信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純

資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、730百万円及

び1,546千株であります。 

③ 総額法の適用により計上された借入金帳簿価額  

 825百万円  

④ 債務保証損失引当金の計上 

従持信託は、１年以内に信託期間の終了が見込まれ、従持信託が借入債務を完済できずに、当社が

弁済する可能性が予想されるため、損失見込額について債務保証損失引当金を計上しております。 

  

 
注記事項 

（貸借対照表関係） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 0 百万円 

２．関係会社に対する金銭債権総額 923 百万円 

３．関係会社に対する金銭債務総額 986 百万円 
 
 

（損益計算書関係） 

 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額 

営業取引の取引高   

 営業収益 6,334 百万円 

 営業費用 46 百万円 

営業取引以外の取引高   

 営業外収益 0 百万円 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 
（単位：千株） 

 

 
当事業年度 
期首株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

摘要 

自己株式      

 普通株式 3,089 302 1,545 1,845 注１,２,３ 

 第三種優先株式 － 7,500 7,500 － 注４,５ 

 合計 3,089 7,802 9,045 1,845  
  

(注) １  当事業年度期首及び当事業年度末の自己株式数には、池田泉州銀行従業員持株会信託が保有する自社の株式
がそれぞれ、2,924千株及び1,546千株含まれております。 

２  普通株式の自己株式の株式数の増加302千株は、取締役会決議に基づく取得300千株及び単元未満株式の買取
２千株によるものであります。 

３  普通株式の自己株式の株式数の減少1,545千株は、単元未満株式の買増請求による処分０千株、ストック・
オプションの権利行使による譲渡167千株及び池田泉州銀行従業員持株会信託から池田泉州銀行従業員持株
会への譲渡1,378千株によるものであります。 

４  第三種優先株式の自己株式の株式数の増加7,500千株は、取締役会決議による自己株式の取得であります。 
５  第三種優先株式の自己株式の株式数の減少7,500千株は、取締役会決議による自己株式の消却であります。 
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（税効果会計関係） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産   

 債務保証損失引当金 110 百万円 

 税務上の繰越欠損金（注２） 29  

 新株予約権 21  

 未払事業税 4  

 賞与引当金 4  

 その他 0  

繰延税金資産小計 171  

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △19  

 将来減算一時差異に係る評価性引当額 △25  

評価性引当額小計（注１） △45  

繰延税金資産合計 125  

繰延税金負債   

 その他 △10  

繰延税金負債合計 △10  

繰延税金資産の純額 115 百万円 

（注１）評価性引当額が25百万円減少しております。この減少の主な内容は、新株予約権の行使による
新株予約権残高の減少によるものであります。 

（注２）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 
    当事業年度（2019年３月31日） 

 
１年以内 
(百万円) 

１年超 
２年以内
(百万円)  

２年超 
３年以内 
(百万円) 

３年超 
４年以内 
(百万円) 

４年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超 
(百万円)  

合計 
(百万円)  

税務上の繰越
欠損金（*１） 

― ― ― ― ― 29 29 

評価性引当額 ― ― ― ― ― △19 △19 

繰延税金資産 ― ― ― ― ― 9 9 

 （*１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

 （*２）税務上の繰越欠損金29百万円について、繰延税金資産９百万円を計上しております。当該税務上

の繰越欠損金については、将来の課税所得の見込みにより回収可能と判断しております。 
  

(表示方法の変更) 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日。以下「税

効果会計基準一部改正」という。)を当事業年度から適用し、税効果会計基準一部改正第３項から第５

項に定める「税効果会計に係る会計基準」注解(注８)(評価性引当額の合計額を除く。)及び同注解(注

９)に記載された内容を追加しております。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 595円32銭 

１株当たりの当期純利益金額 15円62銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 15円33銭 
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（関連当事者との取引） 

子会社等 

種類 
会社等の名 
称又は氏名 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等の 
所有(被所 
有)割合 

関連当事者 
との関係 

取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科 目 
期末残高 
(百万円) 

子会社 
株 式 会 社 
池田泉州銀行 

大阪市 
北区 

61,385 銀行業 
直接所有 
100％ 

（ ― ） 

経営管理等 
役員の兼任 

経営管理 
料の受取 

733 ― ― 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
注１．経営管理契約については、一般的な取引条件で行っております。 
２．経営管理料の受取については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

（ストック・オプション等関係） 

連結注記表に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。 

  

（企業結合等関係） 

該当ありません。 

  

（重要な後発事象） 

該当ありません。 
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